
「新潟県社会活動促進指針」（改定案）への県民意見と県の対応 

 

意見の反映状況  Ⅰ 反映したもの  Ⅱ 一部反映したもの  Ⅲ 既に記述済みのもの 

 Ⅳ 今後の検討課題とするもの  Ⅴ その他記述を変更しなかったもの 

 

No. 

 

ページ 指針（案） 

記述箇所 

県民意見 

 

県の対応 反映 

状況 

１ P3 第２章 社会活

動を取り巻く現

状と課題 

１ 社会情勢 

（２）住民ニー

ズの多様化と行

政の役割の変化 

「財政的な事情等により、行政が担う分

野の選択と集中及び地域住民による自治

の促進に取り組む自治体が増えてきてい

ます。」と記載がありますが、行革のため

に住民自治を推進しているという理解は

誤りです。この書き方では、行革の道具と

して住民自治を推進しているように読み

取れるため、訂正すべきだと考えます。 

本来、住民自治の推進は都市内分権の考

え方から、より住民のニーズに合致した事

業を展開し、市民の参加促進や地域の課題

解決等につなげていくものであって、その

間接的な効果としての財政削減が見込ま

れるものです。 

ご意見を踏まえ、次のとおり記述を見直

します。 

 

P３の第２章１（２） 

○ より住民ニーズに沿った事業を展開

していくため、地域住民による自治の促進

に取り組む自治体が増えてきています。 

○ また、財政的な事情等により、行政が

担う分野の選択と集中が進んでいます。 

Ⅰ 

２ P4 第２章 社会活

動を取り巻く現

状と課題 

１ 社会情勢 

（７）寄附を巡

る環境の変化 

「寄附を巡る環境の変化」においては、

寄付規制新法（法人等による寄附の不当な

勧誘の防止等に関する法律）の影響によっ

て、寄付の自粛などが起こりうる可能性も

指摘されています。2月初旬に逐条解説が公

開されたところですが、このようなネガテ

ィブな影響があることも併記しておくべき

ものだと考えます。 

また、ふるさと納税は返礼品の過当競争

によって一部の納税者にも定着しましたが

、一方で、NPOの寄付とは異なり、市場経済

の色合いが濃いものとなっています。定着

すればするほど、NPO等への純粋な寄付に対

する逆のインセンティブが働きやすくなる

もので、手放しで良い意味での環境変化と

捉えることには違和感を覚えます。こちら

も同様にネガティブな影響を及ぼしうるこ

とを併記するべきです。 

 法人等による寄附の不当な勧誘の防止

等に関する法律の影響の有無については、

今後の動向を注視した上で判断していく

必要があると考えますが、ご意見を踏まえ

、法の成立・施行について記述することと

いたします。 

 なお、寄附の自粛等の影響を生じさせな

いためにも、寄附の獲得にあたっての「透

明性の確保」や、「寄附者への説明責任を

果たすこと」が必要であると考え、記述し

ております。 

 ふるさと納税については、制度が定着し

、県内の一部市町村では、ふるさと納税を

通じたNPO支援の制度が設けられていると

いう事実を記述しているものであるため、

このままの記述といたします。 

Ⅱ 

３ P23 第３章 「新潟

県社会活動促進

指針」に基づく

取組 

３ 社会的なイ

ンパクトを生み

出す協働・連携

本指針でいう「社会的なインパクトを生

み出す協働・連携」とは具体的にどのよう

な事業・成果を指すのか。10の事例で示さ

れているものが該当するのか。 

また、実施したセミナー・フォーラム、

事例公開等の取り組みによって、「社会的

なインパクト」と呼べる事業・成果が直接

 フードバンクや子ども食堂といった取

組については、NPOを核に自治体や企業と

の連携が構築され、着実に実績を積み上げ

ているものと考えます。 

また、10の事例については、協働・連携

の現状を踏まえ、実施された具体的な取組

を紹介しているものです。 

Ⅴ 



の促進 的・間接的にでも十分に生み出されたのか

。そうでないのであれば、指針の改定を踏

まえて、具体的にどのような踏み込んだ取

り組みを県として進めていくのか。 

これまでの取組により、協働・連携した

ことのあるNPOの割合は増加しております

が、民間企業とNPOとのネットワーク形成

等の課題も引き続き存在することから、「

協働意識の醸成」「つながりの場の創出」

により一層取り組むとともに、具体的なネ

ットワークの構築を意識し、施策を展開し

ていきたいと考えます。 

 

４ P27～ 第４章 基本方

針と施策体系 

３ 施策体系 

 

第５章 施策と

事業展開 

団体の自立化においては、改定前の指針

から「経営力の強化」や「成果志向へのシ

フト」などを示されていますが、これは新

自由主義経済のもと、NPO、課題解決のビジ

ネス化を働きかけていく方向性を下敷きに

している施策だと推察されます。NPO 等の

事業の新自由主義化が進展していくことを

止めるのは難しいですが、それだけでは

NPO の価値が十分に発揮されるとは言い難

いです。草の根で活動する NPO 等の団体の

価値は、市場競争に勝ち抜く競争優位にあ

るのではなく、多様な主体を結びつける協

力優位にあります。その結果、市民参加の

促進やアドボケイトなど、市民社会を形成

する役割（解決の社会化）を果たしていき

ます。その点で、「社会課題解決」に軸を

置きすぎることに危惧します。 

そして、財源的な自立を据えたビジネス

化ありきの施策は、社会活動促進とは真逆

のベクトルとなるため、きちんと「協力優

位」を育むための支援策も盛り込んでもら

いたいと考えます。それは結果として、点

から面に広がり、多様な主体の協働を生み

出していきます。 

そこで、提案として、P28「社会活動に取

り組む団体の経営力の強化」内において、

「(1)活動に関わる人材の育成」「(2)財源

の多様化を促す環境づくりの支援」「(3)

中間支援組織や市町村等との連携を深め、

支援体制を強化」に、新たに「協力を構築

するためのマネジメント力の強化」を加え

てもらいたいです。 

市場競争で勝ち抜くためのマネジメント

ではなく、草の根の NPO だからこそ、共感

によって地域で協力を生み出していくため

のマネジメント技術が不可欠です。そこを

行政として支援することにも大きな意義が

あります。 

本指針では、経済的な側面だけでなく、

団体が活動していく上で必要な知識・マネ

ジメント力等も含め「経営力」と表現して

おりますが、ご意見を踏まえ、「多様な主

体を結びつける」というNPOの価値・役割

及びそのために必要な支援に取り組むと

いうことがより明確になるよう、次のとお

り記述を見直します。 

 

P24の第４章１（３） 

（前略）特性を発揮し、社会的課題の解

決にあたるとともに、活動の中で多様な主

体を結びつけることで、活力ある地域社会

を形成していくことが期待されています。

また、（後略） 

 

P28の第５章２（１） 

（前略）新たな事業展開を図れるよう支

援に取り組みます。また、マネジメント力

については、団体運営に限らず、多様な主

体を結びつけ、協働を生み出していくため

に必要な能力の強化の支援にも取り組み

ます。 

Ⅱ 

 


